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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

あ IoT IoT（Internet of Things）は、モノとインターネットをつなぐ先進技術のこと。

あ アジャイル
「機動的な」という意味であり、本方針においては、一人ひとりの多様なニーズに
対応して機敏かつ柔軟に施策を実施する機動的なまちづくりを推進している。

あ
アジア産業交流
拠点

国の都市再生プロジェクト（第四次決定）において認定された「北部九州圏におけ
るアジア産業交流拠点の形成」に基づく。我が国の国際競争力強化のため、アジア
との近接性と歴史的つながりを持ち、アジアとの交流や関係企業等の活動が活発化
する北部九州圏において、人・もの・情報のゲートウェイ機能を活用しつつ、取組
を推進することにより、アジアにおける新しい産業交流拠点を図ろうとするもの。

い ESG投資

ESG投資とは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）
の3つの要素を考慮して投資判断を行う手法のこと。環境面では温室効果ガス削減や
再生可能エネルギー活用、社会面では労働環境改善や地域貢献、ガバナンス面では
透明性のある経営や適切な意思決定を評価し、短期的な利益だけでなく、持続可能
な成長や社会的課題の解決を重視している。

い 一部事務組合
普通地方公共団体(県、市町村)がその事務(ごみ処理、し尿処理など）の一部を共同
して処理するために、協議により規約を定め設ける団体のこと。

う Well-being
身体的、精神的、社会的に良好な状態にあることを意味する概念で、人々の満足度
や充実、幸せなどを表すもの。

う ウォーカブル

ウォーカブルとは、「歩く」を意味する「walk」と「できる」を表す「able」を組
み合わせた言葉で、「歩きやすく」「歩きたくなる」「歩くのが楽しい」という意
味。より居心地が良く、歩きたくなるような都市環境を作ることを目指して
「ウォーカブルなまちなかの形成」を推進している。

え エコタウン
すべての廃棄物を新たに他の産業分野の原料として活用し、あらゆる廃棄物をゼロ
にするゼロ・エミッション構想の実現をめざし、資源循環型経済社会の構築を図る
まちづくりを指す。

え SDGs

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）のこと。2001年に策
定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015年9月の国連サミットで加
盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載さ
れた、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。17のゴール・169の
ターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leave no one
behind）」ことを誓っている。SDGsは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組
むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいる。

え
NPO・ボラン
ティア団体

不特定かつ多数のものの利益の増進のため、自発的に社会貢献活動を行う、営利を
目的としない民間団体。【NPO=Non Profit Organization】
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

え
エリアマネジメ
ント

住民・事業主・地権者等による自主的な地区づくりの取組。例えば、住宅地では、
建築協定を活用した良好なまち並み景観の形成・維持や、広場や集会所等を共有す
る方々による管理組合の組織と、管理行為を手掛りとした良好なコミュニティづく
りなど。業務・商業地では、市街地開発と連動したまち並み景観の誘導、地域美化
やイベントの開催・広報等の地域プロモーションの展開といった取組など。

え LRT

低床式車両(LRV)の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達性、
快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システムのこと。道路交
通を補完し、人と環境にやさしい公共交通として着目されている。【LRT= Light
Rail Transit】

お
オープンスペー
ス

公園・広場・河川・農地など、建物によって覆われていない土地あるいは敷地内の
空地を総称していう。

か
カーボンニュー
トラル

二酸化炭素（ＣＯ２）などの温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸収量を
差し引いて、合計を実質ゼロにすること。実現のためには、温室効果ガスの排出量
の削減と吸収量の増加が必要。

か 開発許可

都市計画法第29条第１項及び第２項に掲げる許可のことをいう。都市計画区域内外
において、都市計画法第２９条に定める許可を必要とする開発行為をしようとする
者は、あらかじめ、都道府県知事等の許可を受けなければならない。開発許可制度
は当初、市街化区域及び市街化調整区域の制度を担保することを目的とし創設され
たが、現在では一定規模以上の開発行為に対して所定の水準を確保させるため、都
市計画区域内外において適用されている。開発許可の基準は、開発区域に一定の技
術的水準を保たせるもの（技術基準）と、市街化調整区域内において開発行為を例
外的に認容するためのもの（立地基準）の二つに大別され、市街化調整区域以外で
は、技術基準のみが適用される。（同法第33条・34条）

か 開発行為

都市計画法第４条第12項に定める、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の
用に供する目的で行う土地の区画形質の変更をいう。区画形質の変更とは下記によ
る。
区画の変更：開発区域内における道路、里道、水路等の公共施設の新設・改廃を伴
う敷地区画の変更をいう。
形の変更　：所定の高さの変更を伴う盛土または切土の面積が、所定の規模以上と
なる造成行為による土地の形状の変更をいう。
質の変更　：農地等宅地以外の土地から宅地への変更をいう。

か 改良率
道路等について、計画された延長や面積に対する、実際に整備・改良された延長や
面積の割合のこと。

か 学術研究都市
地域における学術研究機関等を充実・強化し、相互の有機的なネットワーク形成を
進める学術研究を中核とした都市のこと。

か 環境首都

ドイツにおいて、環境保全に対して優れた取組をしている自治体に与えられる称号
のこと。本方針においては、北九州市における市民が真の豊かさを実感し「ずっと
ここで暮らしたい」と心から思える「世界の環境首都」にするための取組のことを
指している。

か 環境負荷
人の活動により環境に加えられる影響であって、環境保全上の支障の原因となるお
それのあるもの。(環境基本法第２条)
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

か 環境流域圏

自然環境と社会経済活動との調和を図りながら、水源地・生態系の保全のため、自
然環境の保全と適正管理のなかで水や森林などに親しめる環境の整備を進めるとと
もに、圏域の豊かな自然環境や美しいまち並み、景観の保全、創出とその積極的な
活用を図る地域のこと。本方針においては、福岡県生物多様性戦略における流域圏
に基づき区域を設定

き 基幹公共交通軸
公共交通軸のうち、特に質が高いものについて、駅周辺などにおいて集住や都市機
能の集約を促進させていく軸

き 既成市街地
都市において既に道路や建物が整備され、一定の人口や活動が集中している地域の
ことをいう。新たに開発される地域ではなく、既に都市としての形態が形成されて
いる地域のこと。

き 基盤施設 道路や公園、下水道など都市活動や生活の基盤となる施設のこと。

き 逆線引き
線引き(区域区分)がなされた都市計画区域内において、市街化区域の一部を市街化
調整区域とすること。

き
九州圏広域地方
計画

全国計画である国土形成計画を受け、全国8区域別で計画される「広域地方計画」の
九州区域版

き 共創
住民、団体、企業、研究機関、行政など様々な主体が協働し、地域の新たな価値や
魅力を一緒に創り出すこと。

き 協働
ＮＰＯ・ボランティア団体、企業、行政、大学等多様な主体がそれぞれの主体性・
自発性のもと、互いの特性を認識・尊重しながら、対等な立場で、共通の目的を達
成するため協力・協調すること。

き 居住機能 都市活動や都市機能の一部であって、住宅地など居住に関する機能のこと。

き 拠点
都市機能（商業、業務、居住、文化、福祉、行政等）が集積しており、多くの人が
集まる場所であり、徒歩・公共交通等により、多くの人が到達可能な場所のこと。

く
区域区分（線引
き）制度

都市計画法において、都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的な市
街化を図るため、必要があるときは都市計画に市街化区域と市街化調整区域との区
分を定めることができる、とされている。これを「区域区分」といい、いわゆる
「線引き」と呼ばれる。（同法第７条第１項）

く 区画道路 街区を区画する道路。建築敷地は通常これに接している。

く
グリーンインフ
ラ

社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様
な機能を活用し、持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組のこ
と。防災・減災、自然環境の保全、地域振興等の多様な地域課題の同時解決を図る
ことができる取組として注目。

く
グリーンスロー
モビリティ

時速20km未満で公道を走ることができる電動車を活用した小さな移動サービスで、
その車両も含めた総称のこと。導入により、地域が抱える様々な交通の課題の解決
や低炭素型交通の確立が期待される。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

く
グリーン成長戦
略

環境と経済成長を両立させる政策で、脱炭素化や循環型社会の実現を目指し、再生
可能エネルギーや省エネ技術の推進、新たな産業の創出を図る取組のこと。2050年
に向けて成長が期待される14の重点分野が選定されている。
1.洋上風力発電・太陽光・地熱 2.水素・燃料アンモニア 3.次世代熱エネルギー 4.
原子力 5.自動車・蓄電池 6.半導体・情報通信 7.船舶 8.物流・人流・土木インフ
ラ 9.食料・農林水産業 10.航空機 11.カーボンリサイクル・マテリアル 12.住宅・
建築物・次世代電力マネジメント 13.資源循環関連 14.ライフスタイル関連

く グロス
総体、全部。本方針においては、グロスの人口密度のことで、人口を道路や公園等
を含む全面積で除したものを意味する。

け 減災 災害による被害を出来るだけ小さくする取組のこと。

け 建築協定
住宅地としての環境や商店街としての利便を高度に維持増進することなどを目的と
して、土地所有者等同士が建築物の基準に関する一種の協定を締結し、公的主体
（県や市など）の認可により、建築の際の条件を付与する制度のこと。

け 建蔽率 建築物の敷地面積に対する建築面積の割合

こ 広域拠点
一つの市町村を超える広域的で、多様な都市機能が集積し、広域から多くの人が集
まり、公共交通によるアクセスが確保されている拠点のこと。

こ
広域都市計画区
域

複数の都市計画区域にまたがり設定された都市計画区域のこと。

こ 公共交通軸 拠点間を結び都市の連携を促進させる軸。基幹公共交通軸を含む。

こ 交通エネルギー
移動に際して必要となるエネルギーのこと。自動車やバス、鉄道などの交通機関ご
とで移動のために必要なエネルギー量は異なる。

こ 交通結節点
鉄道の乗り継ぎ駅、道路のインターチェンジ、自動車から徒歩やその他交通機関に
乗り換えるための停車・駐車施設や鉄道とバスなどの乗り換えが行われる駅前広場
等

こ 高度利用
都市空間をその場に要請されている機能に応じて集積させ、高い建築物立地による
建築的な土地の効率的活用はもちろんのこと、社会的・経済的にも土地を効率的に
活用すること。

こ
コージェネレー
ション

天然ガスや石油、LPガス等を燃料として発電を行い、その際に生じる廃熱も回収
し、有効利用するシステム（熱と電気を同時に作り出すシステム）。エネルギー効
率が高く、省エネ・省ＣＯ２なシステムとして、その普及が期待されている。

こ 国土形成計画
国土形成計画法に基づき、おおむね10ヶ年間における国土づくりの方向性を示す計
画（全国計画）。同計画を全国８区域にわけ、区域ごとの考え方を示したものを
「広域地方計画」という。

こ
ごま塩市街地整
備手法

都市部の中心市街地においても青空駐車場や空き地等の低未利用地が「ごま塩」状
に発生し、中心市街地の低密度化を招いており、このような中心市街地の再生事業
として、土地区画整理事業の手法を活用しながら、ごま塩状に分散した敷地を一体
的に集約整序する手法のこと。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

こ
コミュニティバ
ス

一般に、公共交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市町村が交通事業者に
委託して運送を行なう乗合バス（乗合タクシーを含む）や、市町村自らが交通事業
者として行なう有償運送を行うこと。

こ コモンズ協定

立地誘導促進施設協定の通称。立地適正化計画における居住誘導区域及び都市機能
誘導区域において、低未利用土地等の活用や、地域コミュニティの自発的な取組を
促進するために、地域住民など一団の土地の地権者等の全員合意により居住者その
他の者の良好な生活環境の確保に必要な施設の整備又は管理に関するルールを決め
るもの。

こ
コンパクト・プ
ラス・ネット
ワーク

人口減少・高齢化が進む中、特に地方都市においては、地域の活力を維持するとと
もに、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、高齢者が安心して暮らせるよう、
地域公共交通と連携して、コンパクトなまちづくりを進めること。

さ 災害ハザード
土砂崩れや河川の洪水等、生命や財産の脅威となり得る現象の存在や災害の大きさ
のこと。

さ
再生可能エネル
ギー

自然の中で繰り返し起こる現象から抽出でき、一度利用しても比較的短期間に再生
が可能な、資源が枯渇しないエネルギー資源のこと。太陽光、地熱、風力、水力な
ど

さ 産業構造転換
市町村などにおける主たる産業が変化すること。例として製造業主体からサービス
業への変化など

し シームレス 「滑らか」「途切れない」「枠を超えた」という意味で使用。

し 市街化区域

都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街地として積極的に開発・整備する区
域。具体的には、既に市街地を形成している区域（既成市街地）及びおおむね10年
以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域（新市街地）をいう。（同法第7条
第2項）
市街化区域においては、少なくとも用途地域、道路、公園、下水道を定めることと
されている。（同法第13条）

し 市街化調整区域
都市計画法に基づく都市計画区域のうち市街化を抑制すべき区域。（同法第７条第
３項）市街化調整区域内では、原則として用途地域は定めないものとする。（同法
第13条第１項第７号）

し 市街地開発事業
地域が抱える課題を解消するため、一定の区域を定め、地域の状況に応じた整備手
法を用い、良好な市街地を形成する事業。都市計画法第12条第１項各号に掲げる事
業をいう。具体的には、土地区画整理事業や市街地再開発事業などがあげられる。

し 市街地拡散 低密度な市街地が無秩序に広がること。

し
市街地再開発事
業

昭和44年に制定された都市再開発法に基づき、市街地の土地の合理的かつ健全な高
度利用と都市機能の更新を図るため、建築物及び建築敷地の整備と併せて公共施設
等の整備を行う事業（都市再開発法第２条第１号）。権利変換方式の違いによって
第一種市街地再開発事業（権利変換方式）と第二種市街地再開発事業（管理処分方
式）とに区分される。市街地再開発事業、住宅地区改良事業等法律に基づいて行わ
れる再開発を「法定再開発」といい、優良建築物等整備事業、特定民間再開発事業
等法律に基づかない再開発を「任意再開発」という。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

し
自助・互助・共
助

自助は自分を自分で守ること、互助は身近な人が互いに助け合うこと、共助は地域
等でともに助け合うことをいう。災害においては、以下のとおり。
自助：自らの命を自らが守ること。
互助：家族や近所の人など身近な人とお互いに助け合うこと。
共助：自主防災組織のような地域コミュニティを中心とした単位で助け合うこと。

し 自然公園
優れた自然の風景地の保護とその利用の増進を図ること等を目的として、自然公園
法及び福岡県立自然公園条例に基づき指定される、国立公園、国定公園、県立自然
公園のこと。

し

市町村都市計画
マスタープラン
（市町村の都市
計画に関する基
本的な方針）

都市計画法において、「市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設
に関する基本構想並びに都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該
「市町村の都市計画に関する基本的な方針」を定めるものとする」とされている。
ここでいう「市町村の都市計画に関する基本的な方針」は、通常「市町村マスター
プラン」あるいは「都市計画マスタープラン」と称される。（同法第18条の２第１
項）

し 自動車分担率
移動に際しての鉄道やバス、自動車、徒歩、自転車といった移動手段総数に占め
る、自動車利用の移動数の割合のこと。

し 市民緑地制度
都市緑地法第55条に基づき、土地所有者や人工地盤・建築物などの所有者と地方公
共団体又は緑地管理機構が契約を締結し、緑地や緑化施設を公開する制度

し
集約型の都市づ
くり(コンパク
トシティ)

本方針では、環境負荷が少なく、多様な世代が快適で魅力ある都市生活を身近なま
ちなかで送れる都市を形成するための取組としている。

し
集落地区計画制
度

都市計画法上の地区計画等の一部で、良好な営農条件及び居住環境の確保を図るこ
とが必要であると認められる集落地域について、農業の生産条件と都市環境との調
和のとれた集落の整備を計画的に推進するための制度のこと。

し 縮退 人口減少等により市街地が縮小すること。

し 循環型社会
廃棄物等の発生抑制、資源の循環的な利用及び適正な処分が確保されることによっ
て、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が低減される社会のこと。

し 循環型都市 循環型社会が営まれる都市のこと。

し 準都市計画区域

都市計画法において、「都道府県は、都市計画区域外の区域のうち、相当数の建築
物その他の工作物の建築等又はその敷地の造成が現に行われ、又は行われると見込
まれる一定の区域で、当該区域の自然的及び社会的条件並びに農業振興地域の整備
に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）その他の法令による土地利用の規制
の条件等を勘案して、そのまま土地利用を整序することなく放置すれば、将来にお
ける一体の都市としての整備、開発及び保全に支障が生じるおそれがあると認めら
れる区域を、準都市計画区域として指定することができる」（同法第５条の２）。
準都市計画区域を指定すれば、土地利用の整序を図るために必要な都市計画区域と
して、用途地域、特別用途地区、特定用途制限地域、高度地区、景観地区、風致地
区及び伝統的建造物群保存地区等を決定することができることとなるほか、都市計
画区域と同様、開発制限制度や建築基準法の集団規定が適用となる。

し 職住近接 働く場と住まいが近いこと。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

し 白地地域
都市計画区域もしくは準都市計画区域内において、用途地域が指定されていない区
域のこと。

し 自立都市圏 経済や社会、文化的に自立した都市圏のこと。

し 新市街地
市街化区域及び用途地域指定区域内において、土地区画整理事業等の計画的面整備
を行った区域

す 水素エネルギー
無尽蔵に存在する水や多様な一次エネルギー源から様々な方法で製造可能なエネル
ギー源で、その利用段階でCO2を排出しない。電気、熱と並び、将来の二次エネル

ギーの中心的役割を担うことが期待されている。燃料電池車などで活用

す スプロール

市街地が無計画に拡大し、虫食い状の無秩序な市街地を形成すること。「アーバ
ン・スプロール」ともいう。スプロールの弊害は、
①道路や下水道等の都市施設が整備されないまま低質な市街地が形成され、防災
上、環境上の問題を生じる。
②市街地が開発不適地まで拡散し、公共投資の非効率化を招く。
③形成された低質な市街地をその後良好な環境に改変するには社会的に困難が伴う
だけでなく膨大な経費を要する。
などがあげられる。

す スマートＩＣ

スマートインターチェンジ。高速道路の本線やサービスエリア、パーキングエリ
ア、バスストップから乗り降りができるように設置されるインターチェンジであ
り、通行可能な車両（料金の支払い方法）を、ＥＴＣを搭載した車両に限定してい
るインターチェンジのこと。

す
スマートウェル
ネスシティ

高齢化・人口減少が進んでも、身体面の健康だけでなく、人々が生きがいを感じ、
安心安全で豊かな生活を送れる、健幸（＝健やかで幸せに暮らせる）な都市

せ 生活支援交通
自家用車を自由に使えない住民の生活基盤としてのバスや移送サービスといった公
共交通のこと。

せ 生活利便施設 日常生活を行うにあたって必要となる店舗や病院・医院などの施設のこと。

せ 生産緑地地区
市街化区域内にある農地の緑地機能を活かし、計画的、永続的に保全することに
よって、公害や災害の防止に役立てるとともに、豊かな都市環境を形成しようとす
る都市計画上の制度を指す。

せ 線引き

都市計画法において、都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的な市
街化を図るため、必要があるときは都市計画に市街化区域と市街化調整区域との区
分を定めることができる、とされている。これを「区域区分」といい、いわゆる
「線引き」と呼ばれる。（同法第７条第１項）

そ ゾーニング
土地利用に関する計画づくりに際して、建物の利用状況などの特性により区域を区
分すること。

た 大規模集客施設
都市構造に大きな影響がある大規模小売店舗、病院や社会福祉施設、大学、自治体
の公共施設（役場やコミュニティセンター等）などの公共公益施設のこと。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

た
大規模集客施設
の立地基準

大規模集客施設の抑制と誘導を行うための基準のこと。具体的な内容は、運用方針
で定めています。

た
ダウンゾーニン
グ

市街地の規模を管理していくため、一定の地区を対象として容積率の低下などの規
制を強化すること。

た
脱炭素型まちづ
くり

地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量「実質ゼロ」を目指す社会を実現す
るために行うまちづくりのこと。地域の持続可能性の確保に向けて環境負荷の軽減
を図るため、地域脱炭素に向けた動向、集約型のまちづくり、グリーンインフラを
活用した脱炭素型まちづくり、デジタル技術や民間資金による環境に配慮した都市
開発等が該当する。

た 端末トリップ 自宅や会社、学校から、駅やバス停までの移動のこと。

ち 地域コア
県全域を見据えた圏域構造において、中枢コアと連携する、副都心や周辺都市など
を指す。

ち 地域制緑地

地域制緑地とは、生活において重要な役割を担う緑や、様々な生物の生息空間と
なっている緑を守るため、法や条例による指定を行い、良好な自然環境等の保全を
図ることを目的とした制度の総称である。具体的には、風致地区、緑地保全地区、
生産緑地地区、自然公園、自然環境保全地域等を一定の土地の区域に対して指定
し、その土地利用を規制するもの。このうち、風致地区、緑地保全地区、生産緑地
地区は、都市計画法第8条により指定される地区である。

ち 地域地区

都市計画法に基づく都市計画の種類のひとつ（都市計画法第8条第1項）。都市計画
区域内の土地をその利用目的によって区分し、建築物などについての必要な制限を
課すことにより、地域又は地区を単位として一体的かつ合理的な土地利用を実現し
ようとするもの。
地域地区は、①用途及び容積率制限に係るもの②用途地域と連動して建築物の形態
や構造に係る規制を行うもの③地区の個別的な位置付け、目的に応じた規制を行う
ものに大別することができる。
用途地域は建築物の用途、建蔽率、容積率を規制するもので、地域地区のなかの根
幹をなす制度である。
特別用途地区、高層住宅誘導地区は用途地域を補完しながら、地区の特性に応じた
用途や容積率等のコントロールを行う。
高度地区、高度利用地区、特定街区、防火地域・準防火地域は建築基準法を、また
風致地区は都市計画法を根拠としながら、建築物の形態や構造等を具体的にコント
ロールする。
駐車場整備地区、臨港地区、緑地保全地域、流通業務地区、生産緑地地区等のその
他の地域地区では、個別法の規定に基づきそれぞれの目的に応じた地区の規制が行
われる。

ち 地域防災計画

都道府県・市町村が災害対策基本法第40条又は第42条の規定に基づき住民の生命財
産を災害から守るための対策を実施することを目的とし災害に係わる事務または業
務に関し，関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て総合的かつ計画的な対策を
定めた計画。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

ち 地区計画

地区計画は、一体的に整備、開発及び保全を図るべき地区について、道路･公園等の
地区施設の配置および規模に関する事項、建築物の形態･用途・敷地等に関する事項
を総合的かつ一体的にひとつの計画として定めた都市計画である。地区計画の決定
後は、その地区計画に沿って開発行為・建築行為等を規制・誘導することができ、
地区の特性にふさわしい態様を備えた良好な市街地の整備及び保全を図ることが可
能となる。（都市計画法第12条の４第１項第１号）

ち 地区防災計画
平成25年の災害対策基本法の改正により創設された、市町村の一定の地区内の居住
者及び事業者（地区居住者等）による自発的な防災活動に関する計画づくりのため
の制度のこと。

ち 中枢コア
県全域を見据えた圏域構造において、中枢となるコア(核)のことで、福岡市、北九
州市の都心部を指す。

ち 超高齢社会 総人口に対して65歳以上の高齢者人口が占める割合が21％を超える社会のこと。

つ 通勤依存率
特定市町村への通勤者の割合
特定市町村への通勤者/当該市町村の就業者数×100で表す。

て DX
デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation）の略。ＩＣＴの浸
透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。

て ＴＤＭ施策

【Transportation Demand Management】
道路交通円滑化の施策として、車の利用の仕方や生活の工夫によって自動車交通量
を削減する道路の交通需要に関する管理のことで、交通マネジメントともいう。具
体的には、車の相乗りや効率的な物流システムの構築による自動車交通量の削減、
時差通勤による交通需要の平準化などを指す。

て 鉄軌道
鉄道や地下鉄、モノレール、路面電車など軌道上を走行し、人や物を大量・高速
に、かつ定時に輸送できる交通

て デマンド交通
電話予約など利用者のニーズに応じて柔軟な運行を行う公共交通(バスやタクシー)
のこと。

と
特定都市再生緊
急整備地域

都市再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を
推進すべき地域である都市再生緊急整備地域のうち、都市の国際競争力の強化を図
る上で特に有効な地域として指定された地域のこと。本県内においては「福岡都心
地域」が指定されている。

と
特定用途制限地
域

非線引き白地地域において、パチンコ屋、風俗関係施設等の建築物が立地し、当該
区域の良好な環境の形成、保持に支障が生じている事例がみられる。これに対応し
て、非線引き白地地域において良好な環境の形成又は保全を図る観点から特定の用
途の建築物その他の工作物の立地のみを規制する制度のこと。

と 都市化圧力
人口や産業が集中することにより、農地や山林等が市街地に転換されたり、すでに
市街地である場所については、より高密度な市街地が形成されようとする度合い
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

と 都市化社会
これまでの全国的な人口増加動向にあって人口産業等が都市に集中することを基調
とする社会を表現する概念である。

と 都市型社会

「都市化社会」との対比的な概念として、都市計画中央審議会の答申において用い
られた言葉である。この「都市型社会」は国民の大多数が都市住民となり、産業・
文化等の活動が都市を共有の場として展開する成熟した社会を表現する概念を指
す。

と 都市機能
商業、業務、居住、文化、福祉、行政など都市における活動において必要な機能の
こと。

と 都市基盤
道路や河川、下水道などに代表され、都市活動（生活や産業活動など）を支える基
幹的な施設のこと。

と
都市計画運用指
針

国として今後、都市政策を進めていくうえで、都市計画制度をどのように運用して
いくことが望ましいと考えているか、また、その具体の運用が、各制度の趣旨から
して、どのような考え方の下でなされることを想定しているか等についての原則的
な考え方（技術的な助言）を示したもの。（初版：平成12年12月策定、最新は第13
版：令和７年３月　令和７年３月現在）

と 都市計画区域

市又は一定の要件に該当する町村の中心の市街地を含み、かつ、自然的・社会的条
件、人口・土地利用・交通量などの現況・推移を勘案して、一体の都市として総合
的に整備、開発、保全する必要がある区域を都市計画区域として都道府県知事が指
定する（都市計画法第５条第１項）。都市計画区域を指定すれば、１ha未満の開発
行為も開発許可の取得が義務付けられ、建築物等への建築基準法による集団規定の
適用等がなされる。また、都市の将来像を示すマスタープランに基づき、各種都市
計画の決定や都市施設の整備が行われ、市街地開発事業の実施も可能となる。

と
都市計画区域の
整備、開発及び
保全の方針

通称「都市計画区域マスタープラン」という。（解説は「都市計画区域マスタープ
ラン」を参照）

と
都市計画区域マ
スタープラン

都市計画法に定められている「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」は、通
常「都市計画区域マスタープラン」と称される。「都市計画区域の整備、開発及び
保全の方針」は、都市計画法において、次のように定められている。
1．都市計画区域については、都市計画に当該都市計画区域の整備、開発及び保全の
方針を定めるものとする。
2．都市計画区域の整備、開発及び保全の方針には、①を定めるものとするととも
に、②及び③を定めるよう努めるものとする。
①区域区分の決定の有無及び当該区域区分を定めるときはその方針
②都市計画の目標
③前号に掲げるもののほか、土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関す
る主要な都市計画の決定の方針
3．都市計画区域について定められる都市計画は、当該都市計画区域の整備、開発及
び保全の方針に即したものでなければならない。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

と 都市計画審議会

都市計画に関する事項を調査審議するため設置された付属機関の総称で、都道府県
都市計画審議会、市町村都市計画審議会の２種がある。
都道府県都市計画審議会は、都市計画法第77条の規定に基づき都道府県に設置する
ことが義務づけられている。都道府県都市計画審議会の果たすべき役割は、「都道
府県知事の諮問に応じ、都市計画に関する事項を調査審議すること」などである。
市町村都市計画審議会は、都道府県都市計画審議会のように設置義務があるもので
はなく「市町村に、市町村都市計画審議会を置くことができる（都市計画法第77条
の２第１項）」とされていることから、その設置は任意である。したがって、市町
村に都市計画審議会を置かない場合には、その業務は「当該市町村の存する都道府
県の都道府県都市計画審議会」が行うこととなる。市町村都市計画審議会の果すべ
き役割は、「市町村長の諮問に応じ、都市計画に関する事項を調査審議すること」
などである。なお、国には社会資本整備審議会があり、国土交通大臣の諮問に応
じ、都市計画に関する重要事項を調査審議したり、都市計画に関する重要事項につ
いて、関係行政機関に建議することができる。（都市計画法第76条）

と 都市圏
県内における通勤などの生活行動の繋がりを踏まえ、人の流動（動き）や社会的な
繋がり(市町村での連携など）から、本方針において設定する圏域。福岡、北九州、
筑豊、筑後の４つの都市圏を設定

と 都市施設

道路、公園等、都市の骨格を形成し、円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を
保持するための施設の総称で、都市計画法では次の施設を都市施設としている。
（都市計画法第11条第１項各号、都計令５）
（1）道路、都市高速鉄道、駐車場などの交通施設
（2）公園、緑地などの公共空地
（3）水道、下水道、ごみ焼却場などの供給施設･処理施設
（4）河川、運河などの水路
（5）学校、図書館、研究施設などの教育文化施設
（6）病院、保育所などの医療施設、社会福祉施設
（7）市場、と畜場、火葬場
（8）一団地の住宅施設
（9）一団地の官公庁施設
（10）一団地の都市安全確保拠点施設
（11）流通業務団地
（12）一団地の津波防災拠点市街地形成施設
（13）一団地の復興再生拠点市街地形成施設
（14）一団地の復興拠点市街地形成施設
（15）一団地の津波防災拠点市街地形成施設
（12）電気通信施設、防風・防火・防水・除雪・防砂・防潮施設
これらの都市施設は、土地利用、交通などの現状、将来の見通しを勘案して、適切
な規模で必要な位置に配置することにより、円滑な都市活動を確保し、良好な都市
環境を保持するように定めることとされている。（都市計画法第13条第１項第６
号）

と 都市づくり

本方針で使用する「都市づくり」「まちづくり」は明確な境界があるものではない
が、以下の観点で用いている。
都市づくり：県や市町村全体を対象とした取組。
まちづくり：一定のエリアや街区等を対象とした取組。

と
土地区画整理事
業

土地区画整理事業とは、公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図るため、換地手
法による土地の区画形質の変更と、道路、公園、広場などの公共施設の整備を行う
事業である。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

と
トランジット
モール

自動車の流入を制限し、公共交通と歩行者のみで構成される商店街等のこと。

に 二次エネルギー

自然から直接得られる原油・石炭・天然ガス等（化石エネルギー）、水力・太陽光
等（自然エネルギー）、ウラン等（原子力エネルギー）を一次エネルギーというの
に対し、これらを用途に合わせ使いやすく変換加工したものを二次エネルギーとい
う。ガソリン、都市ガス、電気、熱、水素エネルギーなどが該当する。

に ニューノーマル
ニューノーマルとは、社会に大きな変化が起こり、変化が起こる以前とは同じ姿に
戻ることができず、新たな常識が定着すること。

ね
ネットワーク型
都市構造

都市のコア(核)や拠点などが、道路や公共交通によりネットワークされる都市構造
のこと。

の 農業集落排水
農業集落においてし尿、生活雑排水などの汚水等を処理する施設の整備を行う事業
のこと。

の 農山漁村
ここでいう農山漁村とは、農村、漁村や山間部、離島などを含めた総称であり、主
に農林漁業にかかわる生産活動が行われる地域を指す。

は
パークアンドラ
イド

交通混雑を緩和するために、車を都市郊外の駐車場に止めて公共交通機関に乗り換
え、都心部あるいは特定地域に入る方法

は
パーソントリッ
プ調査

調査対象地域内において「人の動き」（パーソントリップ）について、移動の目的
や利用した手段などを把握するための調査のこと。

は
パートナーシッ
プ

「協力」「協調」「共同」「組合」という意味の言葉で、まちづくり等の目的を共
有して、様々なことに協力し合う集まりのこと。

は
バスベイ・カッ
ト

バスの停留所において、歩道に切り込みを入れるなどにより、バス停でのバス停車
に伴う交通渋滞の発生を軽減するために設置されるもの。

は ハンプ 車路に凸部を設けて、車のスピードを減速させ、徐行をうながすもの。

ひ BRT
従来型の鉄道とバスとの中間の輸送力を持つバス高速輸送システムで、バス専用道
路や常設の専用バスレーンを設け、交通渋滞に影響されずに運行し、定時性を確保
することが可能

ひ 非線引き
都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する制度を適用しない場合をい
う。（「線引き」参照）

ひ
非線引き用途白
地地域

区域区分を行っていない都市計画区域で用途地域が指定されていない地域
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

ふ ファサード
正面玄関のある面の立面のこと。主に道路側から見て建築物正面の顔にあたる部位
を指す。

ふ 風致地区
都市における良好な自然環境の維持、保全を目的として定めるもので、条例によ
り、建築物の建築や宅地の造成、木材の伐採、土砂の採取・堆積などの行為を規制
する地区。

へ
ペデストリアン
デッキ

高架歩道というべき、歩行者専用通路のこと。駅前広場等に設置される歩行者のた
めの高架構造物をいい、歩行者と自動車の動線が分離されることにより、歩行者の
利便性向上と自動車交通の効率化を図ることができる。

ま MaaS

MaaS（マース：Mobility as a Service）とは、地域住民や旅行者一人一人のトリッ
プ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最
適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスであり、観光や医療等
の目的地における交通以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上や地域
の課題解決にも資する重要な手段となるもの。

ま まちづくり

本方針で使用する「都市づくり」「まちづくり」は、以下の観点で使い分けをして
いる。
都市づくり：影響が市町村や県全体におよぶ取組又は県が行う取組のこと。
まちづくり：影響が一つの街区におさまる取組又は住民参加による取組のこと。

ま まちづくりGX
気候変動への対応や生物多様性の確保など地球規模課題の解決や人々のWell-being
の向上を図るため、グリーンインフラとして多様な機能を有する都市の緑地の確保
や都市におけるエネルギーの有効活用などに取り組むこと。

ま まちづくりDX
豊かな生活、多様な暮らし方を支える「人間中心のまちづくり」の実現のため、基
盤となるデータ整備やデジタル技術の活用を進め、都市における新たな価値創出又
は課題解決を図ること。

み ミクストユース

商業・業務・住宅・福祉・文化などによる複合的な土地利用。市街地部におけるこ
れまでの土地利用計画のあり方は、生活環境の保全や業務の利便性を主眼として土
地利用を「純化」させることを目的としてきた。これに対し、まちなかにおいて調
和可能な用途相互による土地の積極的な「多目的（複合的）利用」を許容すること
により、都市生活の利便性向上、産業の活性化、多様な世代によるコミュニティ形
成、にぎわい創出を図ろうとする考え方。

み
水と緑のネット
ワーク

水と緑のネットワークは、水や緑の連続した空間や拠点などからなる骨格軸のこと
で、それらを基盤とした面的な広がりを形成することにより、水や緑の持つ機能を
複合的・効果的に発揮するもの。

み 密集市街地
老朽木造建築物が相当含まれ、かつ道路などの公共施設の整備水準が低く、防災機
能が確保されていない市街地のこと。

み ミニ開発

市街地内で開発許可の対象にならない宅地を細分化して建て売り住宅を建て、開発
を進めること。そのほとんどが、数戸単位の小さな分譲宅地であり、幅員4ｍほどの
狭い道路でしか取り付けがなく、袋小路となっているものもあるため、住環境や防
災面の問題がみられるケースがある。
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■福岡県都市計画基本方針　用語集

頭文字 用語 解説

も
モビリティマネ
ジメント

１人１人のモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向（過度な自
動車利用から公共交通等を適切に利用する等）に変化することを自発的に促す交通
政策のこと。

ゆ 誘導容積制度
道路などの公共施設の整備が不十分な地区における地区計画において、容積率を2段
階で定めながら、道路などができた段階で高い方の容積率を適用することにより、
土地の有効利用を誘導する制度

ゆ
ユニバーサルデ
ザイン

年齢、性別、身体、言語など、人々が持つ様々な特性や違いを超えて、はじめか
ら、できるだけすべての人が利用しやすいように配慮した環境、建物、製品等のデ
ザインをしていこうという考え方

よ 容積率 建築物の敷地面積に対する延床面積の割合

よ 用途地域
都市機能の維持増進や住環境の保全等を目的とした土地の合理的利用を図るため、
都市計画法に基づき、建築物の用途、容積率、建蔽率及び各種の高さについて定め
る。地域地区の一つ

り 立地適正化計画

居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘導により、都
市全域を見渡し、持続可能な都市構造を目指す包括的なマスタープラン。行政と住
民や民間事業者が一体となったコンパクトなまちづくりを促進するため、平成26年8
月施行の都市再生特別措置法（改正）により創設された。
令和6年12月の「立地適正化計画の実効性の向上に向けたあり方検討会」（国土交通
省）において、持続可能な都市構造の実現のため、適切な計画の見直しにより実効
性をプラスした計画「立適+（プラス）」へと進むことが期待されている。

https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_tk_000100.html

り
流域でのまちづ
くり

河川流域において線としての一体性を持ったまちづくりのこと。

り 緑地協定制度
都市緑地法第45条、第54条に基づき、土地所有者等の合意によって緑地の保全や緑
化に関する協定を締結する制度

り 緑化地域制度
都市緑地法第34条に基づき、緑が不足している市街地などにおいて、一定規模以上
の建築物の新築や増築を行う場合に、敷地面積の一定割合以上の緑化を義務づける
制度

り 緑地保全地区

緑地保全地区は、良好な自然環境を形成する樹林地、草地、水辺地等で、公害又は
災害の防止等のため必要な遮断地帯、緩衝地帯としての適切な位置、規模及び形態
を有する地区を保全するために定めるもの。地域地区の一つ。この地区内では、建
築物の建築や宅地造成、木竹の伐採等が規制される。

れ レジリエンス
レジリエンス（resilience）とは、「回復力」「復元力」「耐久力」「再起力」
「弾力」などと訳される言葉で、「困難をしなやかに乗り越え回復する力（精神的
回復力）」のこと。

れ 連携軸 県全域を見据えた圏域構造において、コア(核)となる都市間を連携する軸
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